
24520　植調　Vol.58, No.7　(2024）

現 象 . https://www.data.jma.go.jp/gmd/
cpd/elnino/index.html. (2024 年 8 月 15
日確認 ).

気 象庁 2024d. 地球温暖化と十年規模変動 . 
http://www.data.jma.go.jp/kaiyou/db/
mar_env/knowledge/ohc/hiatus.html. 
(2024 年 8 月 15 日確認 ).

気 象庁 2024e. エルニーニョ / ラニーニャ現
象 > エルニーニョ / ラニーニャ現象に関
する知識 > 日本の天候に影響を及ぼすメ
カ ニ ズ ム . http://www.data.jma.go.jp/
gmd/cpd/data/elnino/learning/faq/
whatiselnino3.html. (2024 年 8 月 15 日
確認 ).

気 象庁 2024f. 太平洋の海面水温に見られ
る 年 ～ 数 年 規 模 の 変 動 . https://www.
data.jma.go.jp/kaiyou/data/db/climate/
knowledge/pac/pacific_annual.html. 
(2024 年 8 月 15 日確認 ).

気 象庁 2024g. インド洋に見られる海面水温
の偏差パターンと日本の天候 .　https://
www.data.jma.go.jp/kaiyou/data/db/
climate/knowledge/ind/ind_doc.html　
(2024 年 8 月 15 日確認 ).

北 海道農政部 2024. 作物展望 . ニューカン
トリー　2024 1 月号 , 48 － 62.

北 海道農政部・北海道農産協会 2024. 令
和６年度に向けての米づくり . https://
hokkaido-nosan.or.jp/products/rice/
komedukuri/page-9643/. (2024 年 8 月
15 日確認 ).

広 田知良・中辻敏朗・小南靖弘監修 2021. 
北海道の最新農業気象 . 気候変動に対する
営農技術最前線 . 北海道協同組合通信社 . 
(2024 年 8 月 15 日確認 ).

文 部科学省・気象庁 2020.  ｢日本の気候変
動 2020 ―大気と陸・海洋に関する観測・
予測評価報告書―｣ (2020 年 12 月公表 ). 

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/
ccj/index.html. (2024 年 8 月 15 日確認 ).

日 本学術会議 2023. 見解　気候変動に対す
る国内農業の適応策と食料安定供給へ果た
す農業生産環境工学の役割 . https://www.
scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-
25-k230926-15.pdf.

農 林水産省 2024a. 作物統計 . https://www.
maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sakumotu/
index.html. (2024 年 8 月 15 日確認 ).

農 林水産省 2024b. 米穀の農産物検査結果
等 . https://www.maff.go.jp/j/seisan/
syoryu/kensa/kome/. (2024 年 8 月 15 日
確認 ).

農 林水産省 2024c. 令和５年夏の記録的高
温に係る影響と効果のあった温暖化適応
策等の状況レポート . https://www.maff.
go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/attach/
pdf/report-70.pdf.

米の全体需給の状況の推移

表 -1　米の全体需給の状況の推移

今年の夏の猛暑は大変であったが，毎日食べる米がスーパー
マーケットなどの売り場から姿を消し，「令和の米騒動」とも言
われた。９月に入って新米が出回り落ち着いたが，消費者を一
時的に不安にさせた。

そこで，農林水産省のお米を巡る資料から，米の総需要量と
生産量・作況指数の推移をポイント的に抜粋し，表 -1 に示した。

米の総需要量，生産量ともに年々減少している。需要量は
1963（昭 38）年の 1,341 万 t から 2023（令５）年には 804
万 t と 60％に，生産量も 1967（昭 42）年の 1,445 万 t から
2023 年には 791 万 t の 55％にまで減少している。

表 -1 では需要量に比べ生産量が上回る年をグリーンで，その
逆をピンクで示した。1967（昭 42），1975（昭 50），1977（昭

52）年は豊作（作況指数 112，107，105）で米の余剰が問題
となり，過剰米処理が行われた。一方，1980（昭 55），1993（平
５），2003（平 15）年は作況指数のそれぞれ 87，74，90 と不
作年に当たり，生産量は需要量の 80％台程度にしか確保出来て
いない。

このように，米の短期的な需要量には大きな変動がないもの
の，生産量はその年の気象の影響に左右される不安定性がある。
近年の 2015（平 27）年以降は，需要量に見合う生産量が安定
的に確保されていたが，2024 年の米騒動は前年産の作況指数
が 101 と不作ではなかったにも拘わらず，少しの供給と需要の
バランスの崩れで生じたものであり，やはり国民の主食である
米は余裕のある生産量の確保が重要である。　　　　　（K. O）

　統計データから

年 産 1963 1967 1970 1975 1977 1980 1984 1986 1988
総需要量 万t（A) 1,341 1,248 1,186 1,196 1,148 1,121 1,094 1,080 1,058
⽣産量 万t（B) 1,281 1,445 1,089 1,317 1,310 975 1,185 1,165 993

作況指数 101 112 93 107 105 87 108 106 97
B/A ％ 95.5 115.7 91.8 110.1 114.1 87 108.3 107.9 93.9

年 産 1991 1993 1994 1998 2003 2008 2013 2018 2023
総需要量 万t（A) 1,061 971 861 946 891 842 832 813 804
⽣産量 万t（B) 960 783 1,198 896 779 882 872 821 791

作況指数 95 74 109 98 90 102 102 98 101
B/A ％ 90.4 80.6 139.1 94.7 87.4 106 104.8 101 98.3

表-1 ⽶の全体需給の状況の推移

注）総需要量は，国内消費仕向量（陸稲を含み，主⾷⽤（⽶菓・⽶穀粉を含む）のほか，飼料⽤，加⼯⽤等の数量）である。
  ⽣産量は，国内⽣産量（「作物統計」の⽔陸稲の収穫量の合計に，飼料⽤⽶の数量を加えた数量）である。
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１　背景および目的

山梨県の大豆は，主に転作作物とし
て県中北地域を中心に生産されてい
る。作付面積は 1940 年代の 6,000ha
をピークに減少に転じ，2013 年頃か
らは約 200ha で推移している（農林
水産省）。近年は，大規模法人による
受託生産が定着するなど面積の減少は
下げ止まっているが，担い手の高齢化
などに対応した効率的な栽培管理技術
の確立が求められている。また，反収
については，全国平均を下回っており，
産地の維持，発展のためには，その安
定化を図ることが必要になっている。
反収の安定化には，その阻害要因を把
握し，これに基づいた対策技術を講じ
ることが重要である。大豆の生産性阻
害要因には，湿害，窒素施肥，病害虫，
雑草害などが挙げられ，それぞれにつ
いては多くの研究がなされてきた。例
えば，湿害については，耕うん同時畝
立播種栽培技術（細川 2004; 2007），
窒素施肥については，深層施肥栽培
技術（池田 2000），病害虫について
は，茎疫病や黒根腐れ病防除技術（仲
川 2019）が確立されている。雑草害
については，除草剤を用いた化学的防
除（松浦 2005; 澁谷・浅井 2006），
中耕培土による物理的防除（有原 
2000）が有効とされ，産地で普及し
ているが，近年は担い手の高齢化，気
候変動などに対応した新たな安定多収
化栽培技術を確立する必要性が高まっ
ている（森田 1999; 島田 2006）。ま

た，帰化アサガオ類などの外来種の発
生が拡大し，以前にも増して生産性が
不安定になっている。本県においても，
2015 年から 3 カ年にわたり生産性阻
害要因に関する実態把握を行ったとこ
ろ，マルバルコウなどの帰化アサガオ
類やエノキグザなどが残草し，低収化
を招いている圃場が散見されている。
大豆の雑草対策は全国的な課題となっ
ており，今般，新たに登録された除草
剤の除草効果や大豆への影響について
検討がなされているが（澁谷　2015; 
2019），播種時期や気象条件が異なる
ため，産地毎に実証し，最適な防除体
系を確立することが必要である。

そこで本稿では，本県大豆産地で発
生している草種に対する新規登録除草
剤の防除効果を明らかにするととも
に，これらを用いた防除体系の実証を
行った成果を報告する。

なお，本試験は農林水産省委託プロ
ジェクト「多収阻害要因の診断法およ
び対策技術の開発委託事業」に参画し
て得られた成果である。

２　試験①　新規除草剤の
除草効果と大豆への影響　

試験は 2018 年に山梨県北杜市内
大豆生産圃場 2 カ所（以下，圃場 A，
B）で行った。供試品種は本県奨励品
種の「あやこがね」を用い，圃場 A は
土壌処理剤，圃場 B は茎葉処理剤の検
討を行った。試験区は圃場 A がプロメ
トリン・Ｓ - メトラクロール水和剤区

（300g/100L/10a， 以 下 PM 区 ）， ジ

メテナミド P・ペンディメタリン・リ
ニュロン乳剤区（500ml/100L/10a，
以下 DPL 区），慣行区（ジメテナミド・
リニュロン乳剤，500ml/100L/10a，
以下 DL 区），無除草区の計 4 区，圃
場 B がフルチアセットメチル乳剤区

（50ml/100L/10a，以下 F 区），慣行区
（ベンタゾン液剤，150ml/100L/10a，
以下 B 区），土壌処理剤単用区の計 3
区（いずれの区も土壌処理剤として
DL を処理）を設けた。圃場条件，栽
培様式，試験規模および各薬剤の処理
時期などの耕種概要は表 -1 のとおり
である。施肥量，病害虫防除は各生
産者の慣行で行った。残草程度の調
査は，圃場 A が 7 月 25 日（中耕培
土時），圃場 B が 8 月 17 日（大豆開
花盛期）に区内 3 か所で行い，50cm
四方内の残草状況を 0（発生面積割合
0%）, 1（1% 以下）, 2（1 ～ 5%）, 3（5
～ 10%）, 4（10 ～ 30%）, 5（30 ～
50%）, 6（50％以上）の 7 段階で評
価した。大豆への影響については，除
草剤処理 2 週間後の薬害程度を無 ( 薬
害なし ), 微 ( 薬害あるが減収ないと推
定 ), 小 ( 薬害あり推定減収 5％以下 ), 
中(薬害あり推定減収6～15%), 大(薬
害あり推定減収 16% 以上 ) の 5 段階
で評価し，薬害が発生した区は薬害症
状を記録した。さらに圃場 B について
は，成熟期に坪刈りを行い，乾燥・脱穀・
選粒後，農林省大豆調査基準 ( 農林水
産技術会議事務局・農林省農事試験場，
1975) に準じて，子実収量，稔実莢数
および 100 粒重を調査した。

圃場 A における草種別除草効果と
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大豆の薬害程度を表 -2 に示した。試
験圃場はスベリヒユとエノキグサが多
く，そのほかにシロザやハキダメギク
の発生する圃場であった。PM区は発
生していたすべての草種に対してDL
区より高い除草効果が認められ，ス
ベリヒユとシロザは残草がなかった。
DPL 区は DL 区と比べてスベリヒユ，
シロザに対して高い除草効果が認めら
れたが，ハキダメギクは同程度となり，
エノキグサは多く残草した。大豆への
影響については，いずれの処理区にお
いても薬害は認められなかった。

圃場 Bにおける草種別除草効果と
大豆の薬害程度を表 -3 に示した。土
壌処理剤単用区ではコヒルガオ，オオ
オナモミ，ホソアオゲイトウの残草が
多かったが，F区，B区ともに高い除
草効果が認められた。F区は，コヒル
ガオとオオオナモミに対して B区よ
りやや残草が多かったが，実用上問題
ない範囲の残草量であった。ホソアオ
ゲイトウ，シロザに対しては，B区と
同等以上の除草効果であった。大豆
への影響については，F区で赤褐色斑
点，B区で白色斑点の薬害が認められ

た。発症当初は若干の減収が懸念され
たが，処理後に発生する新葉に薬害は
認められず，観察では処理約 1ヶ月
後で回復し，その後の生育は土壌処
理剤単用区と大きな差異は認められ
なかった。大豆の子実収量，稔実莢
数，100 粒重に及ぼす影響を表 -4 に
示した。子実収量は土壌処理単用区が
146kg/10a であったのに対して F区
が 239kg/10a，B 区が 228kg/10a で
多収となった。稔実莢数も土壌処理剤
単用区が 330 莢 /㎡であったのに対し
て，F区と B区はそれぞれ 495 莢 /㎡，

表 -1　試験①の試験圃場および耕種概要表表－－１１　　試試験験①①のの試試験験圃圃場場おおよよびび耕耕種種概概要要

試験場所 標高 栽培様式 試験規模
播種日
(月/日)

土壌処理剤
処理日
(月/日)

茎葉処理剤
処理日
(月/日)

中耕培土
(月/日)

圃場Ａ 830m
広畦

(畦幅75cm)
18㎡
4反復

6/13 6/15 未実施
7/25
8/10

圃場Ｂ 620m
広畦

(畦幅80cm)
30㎡
4反復

6/30 6/30 7/11 8/18

表 -2　土壌処理除草剤の除草効果と大豆の薬害程度 (圃場Ａ )表表－－２２  土土壌壌処処理理除除草草剤剤のの除除草草効効果果とと大大豆豆のの薬薬害害程程度度((圃圃場場ＡＡ))

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ ｴﾉｷｸﾞｻ ｼﾛｻﾞ ﾊｷﾀﾞﾒｷﾞｸ 程度 症状

ＰＭ区 0.0 0.5 0.0 0.3 無 －

DＰL区 0.0 4.5 1.0 1.0 無 －

DL区(慣行) 1.0 2.0 2.8 1.0 無 －

無除草区 6.0 4.3 3.3 2.5 － －

試験区
残草程度 薬害

残草程度：0(発生面積割合0%),1(1%以下),2(1～5%),3(5～10%),4(10～30%),5(30～50%),6(50％以上)の7段階評価(観察)

薬害程度：無(薬害なし),微(薬害あるが減収ないと推定),小(薬害あり推定減収5％以下),中(薬害あり推定減収6～15%),
大(薬害あり推定減収16%以上)の5段階評価（観察）

表 -3　茎葉処理除草剤の除草効果と大豆の薬害程度 (圃場Ｂ )表表－－３３  茎茎葉葉処処理理除除草草剤剤のの除除草草効効果果とと大大豆豆のの薬薬害害程程度度((圃圃場場ＢＢ))

ｺﾋﾙｶﾞｵ ｵｵｵﾅﾓﾐ ﾎｿｱｵｹﾞｲﾄｳ ｼﾛｻﾞ 程度 症状

Ｆ区 2.0 0.7 0.0 0.7 小 赤褐色斑点

B区(慣行) 0.7 0.3 1.0 0.7 小 白色斑点

土壌処理剤単用区 5.3 3.0 2.7 1.3 － －

試験区
残草程度 薬害

残草程度・薬害程度：表－２参照
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18㎡
4反復

6/13 6/15 未実施
7/25
8/10

圃場Ｂ 620m
広畦

(畦幅80cm)
30㎡
4反復

6/30 6/30 7/11 8/18

表 -2　土壌処理除草剤の除草効果と大豆の薬害程度 (圃場Ａ )表表－－２２  土土壌壌処処理理除除草草剤剤のの除除草草効効果果とと大大豆豆のの薬薬害害程程度度((圃圃場場ＡＡ))

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ ｴﾉｷｸﾞｻ ｼﾛｻﾞ ﾊｷﾀﾞﾒｷﾞｸ 程度 症状

ＰＭ区 0.0 0.5 0.0 0.3 無 －

DＰL区 0.0 4.5 1.0 1.0 無 －

DL区(慣行) 1.0 2.0 2.8 1.0 無 －

無除草区 6.0 4.3 3.3 2.5 － －

試験区
残草程度 薬害

残草程度：0(発生面積割合0%),1(1%以下),2(1～5%),3(5～10%),4(10～30%),5(30～50%),6(50％以上)の7段階評価(観察)

薬害程度：無(薬害なし),微(薬害あるが減収ないと推定),小(薬害あり推定減収5％以下),中(薬害あり推定減収6～15%),
大(薬害あり推定減収16%以上)の5段階評価（観察）

表 -3　茎葉処理除草剤の除草効果と大豆の薬害程度 (圃場Ｂ )表表－－３３  茎茎葉葉処処理理除除草草剤剤のの除除草草効効果果とと大大豆豆のの薬薬害害程程度度((圃圃場場ＢＢ))

ｺﾋﾙｶﾞｵ ｵｵｵﾅﾓﾐ ﾎｿｱｵｹﾞｲﾄｳ ｼﾛｻﾞ 程度 症状

Ｆ区 2.0 0.7 0.0 0.7 小 赤褐色斑点

B区(慣行) 0.7 0.3 1.0 0.7 小 白色斑点

土壌処理剤単用区 5.3 3.0 2.7 1.3 － －

試験区
残草程度 薬害

残草程度・薬害程度：表－２参照
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517 莢 /㎡で多かった。100 粒重は試
験区の違いによる影響はなかった。

３　試験②　新規除草剤を
組み合わせた新たな防除体
系の実証
試験①において有効性が確認された

PMと Fを用いた体系防除（以下，新
防除体系）の実証試験を 2019 年に山
梨県北杜市内大豆生産圃場 3カ所（以
下，圃場 C，D，E）で行った。試験
区は播種直後にPMを，大豆生育期に
Fを体系処理した実証区と生産者慣行
の慣行区を設けた。供試品種は「あや
こがね」を用いた。圃場条件，栽培様
式，試験規模および除草剤の処理時期
などの耕種概要は表 -5 のとおりであ
る。施肥量，病害虫防除は各生産者の
慣行で行った。残草調査は茎葉処理剤
処理前 (7 月 23日 ) および大豆開花始
期 (8 月 4 日または 8月 5日 ) に実施
した。調査方法は区内 3カ所で 50cm
四方内の草種別残草個体数を計測する
とともに，大豆開花始期調査時には草

種別乾物重を計測した。大豆への影響
および成熟期の収量調査については試
験①と同様の方法で行った。
新防除体系における除草効果と大豆

の薬害程度を表 -6 に示した。各圃場
の慣行区で発生が多かった草種は，圃
場 Cがコヒルガオ，圃場Dがエノキ
グサ，圃場 Eがエノキグサ，シロザ，
マルバルコウであった。実証区におけ
る土壌処理剤ＰＭは , 圃場 Cおよび
Dにおいて，すべての草種に対して慣
行区より高い除草効果を示した。特に
圃場Cでは，コヒルガオ，エノキグサ，
圃場 Eではマルバルコウに対して慣
行区比 50%以下であった。また，圃
場 Eは，エノキグサの発生数が多く，
実証区で 114.4 個体 /㎡残草したが，
観察では葉齢進展が慣行区より 0.5 葉
程度遅く，一定程度の抑制効果が認め
られた。大豆への影響については，圃
場Dで小程度の草丈抑制や葉齢進展
の抑制が認められたが，回復は早く，
その後の生育に大きな影響はなかっ
た。茎葉処理剤の残草個体数は，各圃

場の優占草種を含むすべての草種に対
して慣行区より少なかった。また，最
終調査時における乾物重では慣行区に
対して 12 ～ 32% となり，新防除体
系の高い除草効果が認められた。大豆
への影響については，圃場Dにおい
て処理直後に草丈抑制，縮葉の薬害が
観察されたが，発生程度は軽微であり，
回復は早かった。圃場 Cおよび Eは
薬害がなかった。大豆の子実収量，稔
実莢数および 100 粒重は，いずれの
圃場においても実証区と慣行区の差は
10%以内であり，薬害などによる影
響はなかった ( データ略 )。

４　考　察

外来雑草を中心とした難防除雑草の
大豆畑への侵入は全国的に問題化して
いる。これらの侵入・まん延は生産者
にとって雑草防除にかかる労力だけで
なく，生産コストの増大につながるこ
とから除草剤を中心とした新たな防除
体系の確立は急務である。

表 -4　大豆の収量，稔実莢数，100粒重 ( 圃場 B)表表－－４４　　大大豆豆のの収収量量，，稔稔実実莢莢数数，，110000粒粒重重((圃圃場場BB))

子実収量 稔実莢数 100粒重

(kg/10a) (莢/㎡) (g)

Ｆ区 239b 495b 32.7a

Ｂ区(慣行) 228b 517b 33.0a

土壌処理単用区 146a 330a 32.6a

子実重・百粒重：水分含有率15%換算値

表中の異なる英字間にはTukeyの多重比較により5%水準で有意差があることを示す。

試験区

表 -5　試験②の試験圃場および耕種概要表表－－５５　　試試験験②②のの試試験験圃圃場場おおよよびび耕耕種種概概要要

試験場所 標高 品種 栽培様式 試験規模 播種日
土壌処理剤
処理日
(月/日)

茎葉処理剤
処理日
(月/日)

中耕培土
(月/日)

茎葉処理剤
処理時
大豆葉齢

圃場Ｃ 620m あやこがね
広畦

(畦幅75cm)
200㎡/区
反復なし

7/8 7/8 7/24 8/6 2.0～2.5葉期

圃場Ｄ 830m あやこがね
広畦

(畦幅77.5cm)
400㎡/区
反復なし

6/15 6/18 7/30 8/6 4.0～6.0葉期

圃場Ｅ 750m あやこがね
狭畦・無培土
(畦間30cm)

250㎡/区
反復なし

6/19 6/19 7/24 未実施 4.5～5.0葉期

慣行区の土壌処理剤：JL

慣行区の茎葉処理剤：圃場CおよびD：未実施

表表－－５５　　試試験験②②のの試試験験圃圃場場おおよよびび耕耕種種概概要要

試験場所 標高 品種 栽培様式 試験規模 播種日
土壌処理剤

処理日
(月/日)

茎葉処理剤
処理日
(月/日)

中耕培土
(月/日)

茎葉処理剤
処理時
大豆葉齢

圃場Ｃ 620m あやこがね
広畦

(畦幅75cm)
200㎡/区
反復なし

7/8 7/8 7/24 8/6 2.0～2.5葉期

圃場Ｄ 830m あやこがね
広畦

(畦幅77.5cm)
400㎡/区
反復なし

6/15 6/18 7/30 8/6 4.0～6.0葉期

圃場Ｅ 750m あやこがね
狭畦・無培土
(畦間30cm)

250㎡/区
反復なし

6/19 6/19 7/24 未実施 4.5～5.0葉期

慣行区の土壌処理剤：DL

慣行区の茎葉処理剤：圃場CおよびD：未実施



24824　植調　Vol.58, No.7　(2024）

試験①では播種直後に処理する土壌
処理剤と大豆生育期に処理する茎葉処
理剤について，それぞれの除草効果と
大豆への影響について慣行剤と比較検
討し，土壌処理剤は PM，茎葉処理剤
は Fの有効性について確認した。
PMは，幅広い草種に対して高い防

除効果を示し，大豆栽培における難防
除雑草に有用な対策技術として利用が
期待される。ただし，後作水稲に薬害
を生じる恐れがあり，翌年の水稲栽培
を避けることが望ましいとされている
ことから，大豆などの畑作物を連作す
る圃場において活用するよう留意す

る。なお，エノキグサに対しては，本
試験では高い除草効果が認められた
が，製造会社 ( 日本化薬株式会社 ) に
よると効果が劣るとされているため，
土壌条件や散布後の気象条件の異なる
環境での確認が必要である。
Fについては，コヒルガオやホソア

表 -6　新防除体系による除草効果と大豆の薬害程度
表表－－６６　　新新防防除除体体系系にによよるる除除草草効効果果とと大大豆豆のの薬薬害害程程度度

(a)圃場Ｃ

残草個体（個体/㎡）

7/23 8/5 草種別 計
(対慣行区比)

PMまたは
DL

F

ｺﾋﾙｶﾞｵ 1.3 2.7 0.2

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 0.0 1.3 0.2

ｴﾉｷｸﾞｻ 1.3 0.0 0.0

その他 0.0 8.0 0.3

ｺﾋﾙｶﾞｵ 4.7 22.7 4.0

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 0.0 2.7 0.9

ｴﾉｷｸﾞｻ 4.0 4.0 0.4

その他 0.0 12.0 0.6

(b)圃場Ｄ

残草個体（個体/㎡）

7/23 8/5 草種別 計
(対慣行区比)

PMまたは
DL

F

ｴﾉｷｸﾞｻ 23.0 20.0 0.2

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 3.5 0.5 0.1

ﾉﾎﾞﾛｷﾞｸ 7.5 0.0 0.0

その他 36.5 18.0 0.5

ｴﾉｷｸﾞｻ 41.5 40.0 1.3

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 1.5 5.0 1.5

ﾉﾎﾞﾛｷﾞｸ 7.5 3.5 0.8

その他 36.5 38.5 1.7

(c)圃場Ｅ

残草個体（個体/㎡）

7/23 8/4 草種別 計
(対慣行区比)

PMまたは
DL

F

ｴﾉｷｸﾞｻ 114.4 61.6 1.7

ｼﾛｻﾞ 8.8 4.0 1.6

ﾏﾙﾊﾞﾙｺｳ 3.2 1.6 0.9

その他 5.6 10.4 0.3

ｴﾉｷｸﾞｻ 133.6 94.4 3.2

ｼﾛｻﾞ 11.2 22.4 7.3

ﾏﾙﾊﾞﾙｺｳ 7.2 4.8 3.0

その他 5.6 18.4 0.5

乾物重：圃場C及びDは8/5，圃場Eは8/4に採取

薬害程度：表－２参照

薬害程度（無～大）

－

小
（草丈抑制、
葉齢進展
抑制）

微
（草丈抑
制、縮葉）

無

試験区

実証区
(ＰＭ→Ｆ)

慣行区
(DL→Ｂ)

無 －

無 無

草種

薬害程度（無～大）

4.5
(32)

14.0
(100)

乾物重(g/㎡）

草種試験区

実証区
(ＰＭ→Ｆ

→中耕培土)

慣行区
(DL

→中耕培土)

無

－

無

無

乾物重(g/㎡）

0.7
(12)

5.9
(100)

乾物重(g/㎡）

実証区
(ＰＭ→Ｆ

→中耕培土)

慣行区
(DL

→中耕培土)

試験区 草種

薬害程度（無～大）

0.8
(15)

5.3
(100)
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試験①では播種直後に処理する土壌
処理剤と大豆生育期に処理する茎葉処
理剤について，それぞれの除草効果と
大豆への影響について慣行剤と比較検
討し，土壌処理剤は PM，茎葉処理剤
は Fの有効性について確認した。
PMは，幅広い草種に対して高い防

除効果を示し，大豆栽培における難防
除雑草に有用な対策技術として利用が
期待される。ただし，後作水稲に薬害
を生じる恐れがあり，翌年の水稲栽培
を避けることが望ましいとされている
ことから，大豆などの畑作物を連作す
る圃場において活用するよう留意す

る。なお，エノキグサに対しては，本
試験では高い除草効果が認められた
が，製造会社 ( 日本化薬株式会社 ) に
よると効果が劣るとされているため，
土壌条件や散布後の気象条件の異なる
環境での確認が必要である。
Fについては，コヒルガオやホソア

表 -6　新防除体系による除草効果と大豆の薬害程度
表表－－６６　　新新防防除除体体系系にによよるる除除草草効効果果とと大大豆豆のの薬薬害害程程度度

(a)圃場Ｃ

残草個体（個体/㎡）

7/23 8/5 草種別 計
(対慣行区比)

PMまたは
DL

F

ｺﾋﾙｶﾞｵ 1.3 2.7 0.2

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 0.0 1.3 0.2

ｴﾉｷｸﾞｻ 1.3 0.0 0.0

その他 0.0 8.0 0.3

ｺﾋﾙｶﾞｵ 4.7 22.7 4.0

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 0.0 2.7 0.9

ｴﾉｷｸﾞｻ 4.0 4.0 0.4

その他 0.0 12.0 0.6

(b)圃場Ｄ

残草個体（個体/㎡）

7/23 8/5 草種別 計
(対慣行区比)

PMまたは
DL

F

ｴﾉｷｸﾞｻ 23.0 20.0 0.2

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 3.5 0.5 0.1

ﾉﾎﾞﾛｷﾞｸ 7.5 0.0 0.0

その他 36.5 18.0 0.5

ｴﾉｷｸﾞｻ 41.5 40.0 1.3

ｽﾍﾞﾘﾋﾕ 1.5 5.0 1.5

ﾉﾎﾞﾛｷﾞｸ 7.5 3.5 0.8

その他 36.5 38.5 1.7

(c)圃場Ｅ

残草個体（個体/㎡）

7/23 8/4 草種別 計
(対慣行区比)

PMまたは
DL

F

ｴﾉｷｸﾞｻ 114.4 61.6 1.7

ｼﾛｻﾞ 8.8 4.0 1.6

ﾏﾙﾊﾞﾙｺｳ 3.2 1.6 0.9

その他 5.6 10.4 0.3

ｴﾉｷｸﾞｻ 133.6 94.4 3.2

ｼﾛｻﾞ 11.2 22.4 7.3

ﾏﾙﾊﾞﾙｺｳ 7.2 4.8 3.0

その他 5.6 18.4 0.5

乾物重：圃場C及びDは8/5，圃場Eは8/4に採取

薬害程度：表－２参照

薬害程度（無～大）

－

小
（草丈抑制、
葉齢進展
抑制）

微
（草丈抑
制、縮葉）

無

試験区

実証区
(ＰＭ→Ｆ)

慣行区
(DL→Ｂ)

無 －

無 無

草種

薬害程度（無～大）

4.5
(32)

14.0
(100)

乾物重(g/㎡）

草種試験区

実証区
(ＰＭ→Ｆ

→中耕培土)

慣行区
(DL

→中耕培土)

無

－

無

無

乾物重(g/㎡）

0.7
(12)

5.9
(100)

乾物重(g/㎡）

実証区
(ＰＭ→Ｆ

→中耕培土)

慣行区
(DL

→中耕培土)

試験区 草種

薬害程度（無～大）

0.8
(15)

5.3
(100)
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オゲイトウなど複数の草種に対して高
い除草効果を示した。大豆に対して若
干の生育抑制が認められたものの，回
復が早く，子実収量などへの影響はな
かったため，本県の大豆栽培において
有効な茎葉処理剤であると考えられ
る。これは既知の知見（澁谷 2020; 
牛尾ら 2020）と同様の結果であり，
全国的に問題となっている雑草対策に
活用されることが期待される。ただし，
処理直後の連続降雨や低温で薬害が助
長される可能性を指摘されており（吉
川ら 2020），使用に当たっては大豆
の生育状況や処理後の気象条件を考慮
する必要がある。またアメリカセンダ
ングサやオオイヌタデへの効果が低い
との知見 ( 内海 2018) があることか
ら，これらが多く発生している圃場で
はベンタゾン液剤を使用するなど発生
している草種に応じた除草剤の選択が
必要である。

試験②では，PM と F を用いた新た
な防除体系が多くの草種に対して除草
効果が高いことを実証した。特に本県
で発生が多くなっているエノキグサや
マルバルコウについても有効であるこ
とが確認でき，本県産大豆の安定生産
に大きく貢献すると考えられる。ただ
し，高標高地などで播種を 6 月上旬
に実施している地域は，要防除期間が
長く，この体系だけでは十分な防除効
果が得られない可能性があるため，非

選択制除草剤の畦間処理と組み合わせ
る（住吉・保田 2011）などの対応が
必要である。

帰化アサガオ類をはじめとする外来
雑草のまん延防止は大豆生産現場にお
ける喫緊の課題である。近年は，大豆
出芽期に利用できる茎葉処理剤が開発
されるなど，除草剤の選択肢が増えて
おり，本成果を含む多くの実証事例を
参考に産地ごとの最適な防除体系が確
立され，大豆の安定生産につながるこ
とを期待する。
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